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１．小規模事業者は、生産性の低い、市場から退出すべき事業者である 

 

２．小規模事業者は、ITもインターネットも使えない情報弱者である。 

 

３．小規模事業者政策は、すべからく弱者救済・社会政策である。 

 

４．小規模事業者の「生産性向上」など不可能であり、かつ、 

  万一それに成功しても、日本経済（GDP）の成長には寄与しない。 

  （支援対象を大企業・中堅企業に絞った方が効率的、効果的） 

小規模事業者・小規模事業者政策に対する「偏見と誤解」 

1 



経済センサス(基礎調査・活動調査)の定義 

従業者 
当該事業所に所属して働いている人。無給の家族従業者も含む。他の事業所へ派遣している人を
含み、他の会社から派遣されている人は含めない。 

常用雇用者 
期間を定めずに雇用されている人、1か月超の期間を定めて雇用されている人、または調査日前2
か月間に毎月18日以上雇用されている人。 

正社員・正職員 常用雇用者の内、一般に「正社員」、「正職員」と呼ばれている人。 

正社員・正職員以外 
上記の人以外の常用雇用者で、「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」またはそれに近い名称で
よばれている人。 

臨時雇用者 常用雇用者の定義に当てはまらない人。 

有給役員 
常勤、非常勤を問わず、役員報酬を受けている人。役員であっても一般職員と同じ給与規定により
給与を受けている人は「常用雇用者」に含める。 

個人業主 個人経営の事業所で実際に経営している人。 

無給の家族従業者 
個人業主の家族で、無給で仕事を手伝っている人。雇用者並みの賃金・給与を受けている人は「常
用雇用者」または「臨時雇用者」に含める。 

「経済センサス」における「従業者」の定義 

○我が国の企業数、従業者数は「経済センサス」によることが多い。 
○「経済センサス」における「従業者＝働く人」の定義は以下の通り。今回の議論の主たる対象は、以下のうち、 
 「常用雇用者」と想定される。（経営者（有給役員、個人業主）ではなく、「雇われた人」が議論の対象） 
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個人企業 会社 

2,089,716 

1,730,622 

個人企業 会社 

（万） 

企業規模（常用雇用者数規模）別の企業数 
（大企業含む／個人企業・会社別） 

我が国の企業数 
（大企業含む／個人企業・会社別） 

我が国の企業数（組織形態別／常用雇用者階級別） 

○「企業」には、制度的に「個人企業」と「会社」（所謂「個人事業主」と「法人」）が存在。 
○我が国企業の過半数が個人事業主であり、かつ、常用雇用者５人以下の企業が大半を占めている。 
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「働き手」とは誰か？ 
中小企業・小規模企業における経営者、家族労働者、役員と雇用者の割合 
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雇用者に対する 
経営者、家族労働者、

役員の割合 
常用雇用者 臨時雇用者 個人事業主 家族従業者 役員 

中小企業 20.45% 26,466,676 1,541,367 2,056,431  567,979  3,103,327  

うち小規模
事業者 

69.40% 5,920,617 731,778 1,941,840 550,266 2,124,844 

大企業 0.50% 14,146,587 457,261 349 44 72,350 

「２０１４年中小企業白書」より加工 



「経営(事業活動)」上の違い 

項目 個人事業者 法人（株式会社） 

開業の手続きと費用 

・原則として、いつでも自由に開業できる。 ・会社の定款作成や会社設立の登記手続き等が必要である。 

・登記が不要であり、比較的に時間がかからない。 ・時間と設立費用がかかる。 

・特別な費用はかからない。   

事業の内容 ・原則として、どんな事業でもよく、変更は自由である。 
・事業の内容は定款に記載し、その変更には定款の変更登記手続きが 
 必要である。 

社会的信用面 ・一般的に法人と比較すると信用力はやや劣る。 

・一般的に個人事業と比較して信用力に優れている。 

・大きな取引や金融機関からの借り入れ、従業員の募集などの面では 
 有利である。 

金融機関からの融資 
・事業活動の状況や会計帳簿の作成状況などに注意を要する。 ・一般的に個人事業よりも融資が受けやすい。 

・個人事業者が無限責任を負う。 ・融資を受ける場合は経営者の個人保証等を求められることが多い。 

経理事務 ・会計帳簿や決算書類の作成が比較的簡易である。 ・会計帳簿や決算書類の作成が複雑である。 

「法務」上の違い 

項目 個人事業者 法人（株式会社） 

事業に対する責任 
・債務について経営者は「無限責任」を負う。つまり、事業の成果 
 はすべて個人に帰属するが、債務についても全面的に弁済する 
 義務を負う。 

・原則として、債務に対しては「有限責任」である。 
 つまり、会社と個人の財産は区別されており、会社を整理するときに  
 は、出資した金額の範囲内で責任を負う。 

・ただし、代表者等は取引に際し連帯保証をするケースが多く、この場 
 合は保証責任を負うことになる。 

・合名会社や合資会社の一部（無限責任社員）は無限責任に該当する。 

【参考】個人事業主と法人の違い（2014年小規模企業白書） 
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小規模事業者の組織分類（2014年版中小企業白書） 
-専門部署を置く余裕のある小規模企業は少ない（≒社長が何でもやっている）- 

  地域需要志向型 広域需要志向型 平均従業員数  

法人Ⅲ     ：経理・営業部門設置  452社(3％)  216社(2％)  8.8人  

法人Ⅱ     ：経理部門設置  471社(3％)  190社(1％)  7.3人  

法人Ⅰ     ：組織化されていない 
         小規模法人  

3,467社(24％)  1,192社(8％)  3.9人  

個人事業者Ⅱ   ：従業員を雇用  2,750社(19％)  472社(3％)  2.5人  

個人事業者Ⅰ   ：従業員なし又は 
         家族従業員のみ  

4,671社(32％)  638社(4％)  1.3人  

○小規模事業者の９割が、個人事業主か、組織化されていない（経理・営業等の専門部署を設置できない）法人。 
○こうした中で、営業、経理からお役所対応（許認可関係、税務、社会保険）に至るまで、社長が何でもやっているのが、 
 小規模事業者の実態。 
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0.0 20.0 40.0 60.0

人口が増加していた 

子供・若年層の人口が多かった 

高齢化が進展した 

経済全体が右肩上がりに成長していた 

消費者の購買意欲が旺盛だった 

大企業に活力があった 

資金調達（運転資金）が容易であった 

販売価格（単価）が上昇基調であった 

技術・商品が陳腐化するまでのサイクルが長かった 

人材の採用が容易であった 

海外の商品・サービスとの競争が激しくなかった 

大企業・同業他社との競争が激しくなかった 

ＩＴが未発達だった（ネット販売との競争がなかった等） 

ＩＴが発達した（経営効率化、販路開拓が容易になった等） 

経営者・従業員が若く活力があった 

従業員を多数雇っていた 

店舗・工場の拡張を積極的に行っていた 

新しい取組（新しい商品・サービスの開発、新事業展開等）に積極的に… 

消費者や取引相手のニーズに対応した商品・サービスを提供していた 

その他 

特にない 

事業が好調であった要因 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

人口が減少に転じた 

子供・若年層の人口が減少した 

高齢化が進展した 

経済全体が停滞・悪化している 

消費者の購買意欲が減退した 

大企業が活力を失った 

資金調達が困難になった 

販売価格（単価）が下落基調になった 

技術・商品が陳腐化するまでのサイクルが短くなった 

人材の採用が困難になった 

海外の商品・サービスとの競争が激化した 

大企業・同業他社との競争が激化した 

ＩＴが未発達だった（ネット販売ができなかった、経営が非効率で… 

ＩＴが発達した（ネット販売との競争が激化した等） 

経営者・従業員が高齢化し活力を喪失した 

従業員が少なくなった 

新しい取組（新しい商品・サービスの開発、新事業展開等）に消極… 

消費者や取引相手のニーズに対応した商品・サービスを提供でき… 

その他 

特にない 

事業が不調であった要因 

「経営不在」であった小規模企業 

○ 事業の好不調について、景気の動向に左右されている事業者が多い（景気が良ければ事業が良い、悪ければ悪い）。 
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小規模事業者が在庫管理を行う頻度 

在庫管理の頻度 －在庫は風景－ 

○ 月次での棚卸しを行っている事業者は３割。１年に１回という事業者が約半数（在庫が会社の風景化） 

8 
「2015年小規模企業白書」 

（％） 



0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

1
9
5
5
 

1
9
5
7
 

1
9
5
9
 

1
9
6
1
 

1
9
6
3
 

1
9
6
5
 

1
9
6
7
 

1
9
6
9
 

1
9
7
1
 

1
9
7
3
 

1
9
7
5
 

1
9
7
7
 

1
9
7
9
 

1
9
8
1
 

1
9
8
3
 

1
9
8
5
 

1
9
8
7
 

1
9
8
9
 

1
9
9
1
 

1
9
9
3
 

1
9
9
5
 

1
9
9
7
 

戦後のＧＤＰの推移（総支出、消費） 

国内総支出 民間消費最終支出（右軸） 
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戦後の人口の推移と増加率 

増加率（右軸） 人口 

「風任せ経営」の背景 －戦後の経済成長と人口増加－ 

○ 景気も人口も右肩上がりで推移している中で、「経営」不在でも事業を維持できた可能性。 
 →大企業含めた日本全体が、「風任せ」で生きてきた、生きてこれたと言うべき？ 

「国民経済計算（平成２年基準）、国勢調査による。（GDPは実質値）」 

（兆円） （兆円） （万人） （％） 
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43.1% 

47.5% 

53.7% 

60.6% 

63.8% 

77.8% 

53.0% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

70歳以上(n=687) 

60歳以上70歳未満(n=1,498) 

50歳以上60歳未満(n=1,084) 

40歳以上50歳未満(n=1,027) 

30歳以上40歳未満(n=525) 

30歳未満(n=36) 

全体(n=4,857) 

経営計画(事業計画や収支計画など)の

作成の有無(経営者の年代別) 

作成したことがある 作成したことがない 

経営者の世代交代 －若者は「経営」を志す－ 

○経営者は高齢化。日本は「事業承継の時代」に突入しており、2020年までに、約３０万人以上の経営者が７０歳に。 
○次の時代の担い手は、「経営」を志す者の割合が高い。（「風任せ経営」の脱却の動き） 

中小企業の経営者年齢の分布（年代別） 

図1:(株)帝国データバンク「COSMOS2企業概要ファイル」再編加工  

（注）最頻値とは、各調査年で最も回答の多かった値を指す。 
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2015年 

20年間で経営者年齢の 
山は47歳から66歳へ移動 

2015年～2020年に 
新たに70歳に達する事業者 
         ：約30.6万人 

2015年～2020年に 
新たに75歳に達する事業者 
         ：約6.3万人 

n=121万5997人(2015年） 
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事業承継は成長の契機 

○ 経営者年齢が上がるほど、投資意欲の低下やリスク回避性向が高まる。 
○ 経営者が交代した企業や若年の経営者の方が利益率や売上高を向上させており、事業承継は成長を促す機会。 
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49歳以下 50歳代 60歳代 70歳以上 (％) 

経営者の年代別に見た成長への意識 

今後３年間の投資意欲 

経営者交代による経常利益率の違い 

直近3年間の売上高の傾向(年齢世代別) 
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ハローキティとのコラボ商品 
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事業承継を契機に新しい取組を始めた例 （株式会社佐藤商事 2014年中小企業白書） 

「2014年中小企業白書」 



  
IT機器(情報通信機器)を 

保有している（％） 
情報管理面においてITを 

活用している（％） 
宣伝面においてＩＴを 
活用している（％） 

５代目以上(n=129) 93.0 87.6 76.7 

４代目(n=178) 89.9 81.5 71.3 

３代目(n=666) 91.3 84.5 60.8 

２代目(n=1,658) 87.6 79.9 52.4 

初代(n=2,226) 85.8 78.1 55.0 

全体(n=4,857) 87.5 79.9 56.1 

小規模事業者のＩＴ機器の保有・活用状況 

「2016年小規模企業白書」 

小規模事業者はＩＴ弱者か？ 

○ スマホの普及等に伴い、ＩＴ機器を利用する者の割合は９割程度。（「ITも使えない老人ばかり」という思い込みと偏見） 
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小規模事業者がクラウドツールを活用することにより生産性を向上されている事例が多数 

2016年11月2日未来投資会議 構造改革徹底推進会合 
「ローカルアベノミクスの深化」会合（中小企業・観光・スポーツ・文化等）（第１回） 
資料３ 株式会社マネーフォワード提出資料 

2016年11月14日中小企業政策審議会 第７回基本問題小委員会 
資料５ 「中小企業のクラウド化による 生産性向上の取組」 
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生産性とは？生産性の向上とは？ 

１．「生産性」の定義 

 ・１人あたり労働生産性  ： 付加価値額／労働者数 
 ・１時間あたり労働生産性 ： 付加価値額／労働者数×労働時間 

２．「生産性」の向上 
 
人手不足の状況下で、事業を回し、労働生産性を向上させていくためには、 
貴重な従業員の活動を、「付加価値を生まない活動」から「付加価値を生む活動」にシフトさせる、 
すなわち、「無駄を止め、売上・利益を生む「本業」に集中していく」ことが必要。   
    
 
 → 企業における「付加価値を生まない活動」とは？「付加価値を生む活動」とは何か？ 

３．経営計画の策定－「経営課題」の見直し 
 
「付加価値を生む活動」と「付加価値を生まない活動」を峻別するためには、自社の経営課題を見直し、 
 優先順位を見直すことが第一歩（＝経営計画の策定） 
 
 →「働き方改革」についても、「経営課題」の見直しとセットで取り組むことが必要なのではないか？ 
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経営計画の作成を経た、小規模事業者の意識の

変化(複数回答) 

【参考】持続化補助金の意義 

○ 小規模事業者の多くが、経営計画を策定したことがなかった。 
 →「補助金の活用」を契機として、「経営の必要性・重要性」に、多くの事業者が気づく。 

「2015年小規模企業白書」 
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今後に向けて 

 2020年頃には約30万社の中小企業・小規模事業者の経営者が平均引退年齢に達する中で、           
多くの経営者が交代する（事業承継を抜本的に促進する必要あり） 
 

 こうした中で、大企業等と異なり、特に、社長が多くの業務をこなす小規模事業者については、         
「従業員の働き方改革」だけでなく、「経営者の働き方改革」を進めるべきではないか？ 
 

 この視点を欠くと、最終的に経営者にしわ寄せがいき、結果、雇用が失われる懸念。 
 （同時に、経営者の仕事が魅力的なものにならないと、事業承継も進まない。） 
 

 小規模事業者であっても、「経営」を見直し、クラウド等を用いて業務改善に取り組むことで                 
利益を向上することができる。（改善の余地が大きい分、チャンスでもある） 
 

 中小企業・小規模事業者の働き方改革、生産性向上のためには、「経営」が欠かせない。              
（経営の診断ができる社労士等の専門家による経営者に対するアドバイスが必要？） 
 

 そのため、働き方改革の実現のためには、既に厳しい環境に置かれている地域の経営支援体制   
についても、配慮が必要。 
 

 また、各種支援策については、リソースが限られる中小企業・小規模事業者も活用できるよう、   
手続に伴う事務負担にも配慮すべき。（そもそも現在、どの程度活用されているのか？） 17 



＜日本の中小企業・小規模事業者の課題＞
社会環境変化（人口減少・少子高齢化等）、経営環境変化（技術革新・競争激化等）

一億総活躍・全員参加社会
多様な人材の活躍

経済成長・自己実現社会
企業の発展・進化

対応すべき重要ポイント ： 働き方改革＆人手不足対応

バランスをとるべき２つの視点

①現在の危機回避
セーフティネット視点

②未来の社会づくり
将来投資視点

企業
の
負担

企業
の
受益

・長時間労働の是正
・同一労働同一賃金
・処遇改善 など

・魅力ある職場づくり
・人材活用力強化
・多様な働き方 など

企業の生産性の向上（労働生産性＋資本生産性）、多様な人材の活躍

負担を
受益へ

中小企業・小規模事業者の充実・成長 個人の生きがい、健康長寿

支援施策のポイントと委員会の役割 ： 施策の内容の検討と、実施へのモニタリングが重要

１）企業の負担増が企業の受益につながるものであること（企業が取り組む意味の明示）
①人材の質の向上（労働生産性）、②業務プロセスの効率化・投資効果率向上（資本生産性）
２）支援の対象についての留意点（脱・旧態依然）
①一般社員と併せ管理職・経営層への配慮、②組織内だけでなく兼副業・フリーランスへの配慮
３）施策の高い投資効果の実現（実行度がポイント）
①セーフティネット効果（公平公正）、②将来投資効果（企業の成長発展、個人の人生充実）

→ 施策が優れた内容で、かつ実行のＰＤＣＡが効果的に行われて、高い投資効果が実現する。

株式会社クオリティ・オブ・ライフ 代表取締役
高知大学 客員教授 原 正紀


